
医療機能情報提供制度【医療法】（概要）

医療機関に対し、医療機関の医療機能に関する一定の情報について、都道府県
への報告を義務づけ、都道府県が情報を集約してわかりやすく提供する仕組み
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医療機関の管理者に対し、
医療機能に関する一定の情
報について、報告を義務化

•集約した情報をインターネッ
ト等でわかりやすく提供

•医療安全支援センター等に
よる相談、助言

•「一定の情報」は医療機関でも閲覧可能
•正確かつ適切な情報の積極的な提供を行うよう努める責務
•患者等からの相談に適切に応ずるよう努める責務
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１１） 対応できる疾患・治療内容
３ 精神科・神経科領域

１ 精神科・神経科領域の一次診療
２ 臨床心理・神経心理検査
３ 精神療法
４ 精神分析療法
５ 心身医学療法
６ 終夜睡眠ポリグラフィー
７ 禁煙指導（ニコチン依存症管理）
８ 思春期のうつ病、躁うつ病
９ 睡眠障害
１０ 摂食障害（拒食症・過食症）
１１ アルコール依存症
１２ 薬物依存症
１３ 神経症性障害（強迫性障害、

不安障害、パニック障害等）
１４ 認知症
１５ 心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）
１６ 発達障害（自閉症、学習障害等）
１７ 精神科ショート・ケア
１８ 精神科デイ・ケア
１９ 精神科ナイト・ケア
２０ 精神科デイ・ナイト・ケア
２１ 重度認知症患者デイ・ケア

第一 管理、運営及びサービス等に関する事項
一 基本情報
二 病院等へのアクセス
三 院内サービス等
四 費用負担等

第二 提供サービスや医療連携体制に関する事項
一 診療内容、提供保健・医療・介護サービス
・ 医師等の医療従事者の専門性に関する資格の種類及び
その種類毎の人数 （例：「精神保健指定医」）

・ 保有する施設設備として厚生労働大臣が定めるもの
（例：「保護室」）

・ 対応することができる疾患又は治療の内容として厚生労
働大臣が定めるもの

・ 専門外来の有無及び内容
・ 対応することができる在宅医療に関する対応として厚生労
働大臣が定めるもの

・ 地域医療連携体制
・ 地域の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者
との連携に対する窓口設置の有無

第三 医療の実績、結果等に関する事項
・ 病院の人員配置
・ 看護師の配置状況
・ 法令上の義務以外の医療安全対策
・ 法令上の義務以外の院内感染対策
・ 情報開示に関する窓口の有無
・ 症例検討体制
・ 治療結果情報
・ 患者数
・ 平均在院日数
・ 患者満足度の調査の実施・結果の提供の有無
・ 財団法人日本医療機能評価機構による認定の有無

医療機能情報提供制度により報告・公表の対象となる事項の例



精神科専門医制度
• 日本精神神経学会が制定
• 医師経験5年以上、精神科研修3年以上

• 学会の施設委員会が認定した研修施設で、学会の「研修
手帳」に沿った研修プログラムにより研修
• 総論 ６２項目、疾患別 ２６６項目、ABCのうちB以上の評価
がそれぞれ６０％以上必要

• 平成21年度から試験開始
• １０症例以上レポート提出（一次試験）
• 筆記試験、面接試験（二次試験）を施行
※ 平成17年度から面接・症例レポートによる過渡的認定を行い

8,880人が合格

• 5年ごとの更新制(学会参加等が要件)

• 日本専門医制評価・認定機構等の意見を聴いた上で届出
が行われ、一定の基準を満たしていれば、専門医であるこ
とを広告することができる。


